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研究要旨 

本研究では高齢者の身体活動ガイドラインの改定および身体活動を促進する社会環境整備のための検討を

行った。 

高齢者の身体活動ガイドラインの改定関しては、①各国ガイドラインの現状の把握、②2020 年に発表され

た WHO 身体活動・座位行動ガイドライン要約版の日本語翻訳、③高齢者の身体活動と健康アウトカムに関

するアンブレラ・レビュー（UR）、④日本人高齢者の身体活動の現状把握：既存データの分析、⑤日本人高齢

者の身体活動の現状把握：学術誌特集号を活用した日本人研究者からの情報収集、を行った。このうち、①②

④は終了し、③は 80％程度が終了した。⑤は学術誌「運動疫学研究」の編集委員会と協力の下、現在、高齢

者の身体活動の現状を記述する資料論文を募集している。①については 2018 年以降、米国、英国、WHO、

カナダがガイドラインの改定を行っており、米国の改定で実施された UR がこれらの改定の基礎となってい

た。この状況を踏まえて、本研究班では、米国、WHO で実施された UR で収集されたシステマティック・レ

ビュー（SR）を収集し、新たに検索した SR を追加することで③を実施している。アウトカムは総死亡、循

環器疾患罹患・死亡、転倒・骨折、身体機能とした。④の検討からは、現在の基準値は、比較的健常な日本人

高齢者であれば、ほぼ全ての者が達成していることが明らかとなった。更に作業を進めるとともに、現行ガイ

ドラインや成人ガイドラインとの整合性も考慮しつつ基準値の再考を検討している。また、筋力向上運動、多

要素運動の推奨も検討している。 

身体活動を支援する社会環境については、近年、多くの研究がなされている、自宅近隣の物理的環境と身

体活動との関連にテーマを絞って UR を進めている。系統的検索により 75 本の論文がヒットしたが、事前に

設定した論文採択基準に基づいて、表題および抄録スクリーニングによって 5 本のメタ分析（MA）が抽出さ

れた。 

 

Ａ．研究目的 

本研究は以下の 2 つの目的で実施する。 

【研究１】次期身体活動ガイドラインにおいて、高

齢者の身体活動量基準を策定するために、その科

学的根拠をレビューすること。 

【研究 2】次期身体活動ガイドラインにおいて、身

体活動を促進する社会環境整備に関する記述を加

える目的で、身体活動支援環境に関する研究の現

状をレビューすること。 

 

Ｂ．研究方法 

【研究 1】高齢者ガイドラインに関する研究 

１）主要国の身体活動ガイドラインの状況 

近年改定された主要国のガイドラインを精査し

た。すなわち、2018 年の米国ガイドライン、2019

年の英国ガイドライン、2020 年の WHO ガイドラ

イン、2020 年のカナダガイドラインについてその

内容を精査した。 

 

２）WHO ガイドライン要約版の日本語翻訳 
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翻訳はこのガイドラインの外部レビュアーを務

めた井上が、WHOの依頼のもと着手し、東京医科

大学、日本運動疫学会、国立健康・栄養研究所、お

よび本研究班の 4機関の共同作業として実施した。

仮翻訳後に日本運動疫学会学術委員会の査読を受

けた。その後、4 機関と WHO の承認を得て完成し

た。また、正式に WHOの Institutional Repository 

for Information Sharing (IRIS)への収載を依頼し

た。 

 

３）アンブレラ・レビューの実施・更新 

2018 年の米国ガイドラインの策定にあたっては、

大規模なアンブレラ・レビュー（umbrella review: 

UR）が実施された。2019 年の英国ガイドラインで

はその成果がそのまま踏襲された。また 2020 年の

WHO ガイドライン、カナダガイドラインは、その

科学的根拠の大部分を米国の UR に求めつつ、そ

の後のシステマティック・レビュー（systematic 

review: SR）を追加・収集することで UR の最新化

が行われていた。 

以上の経緯を踏まえて、本研究班では、米国、

WHO、カナダで実施された UR で収集された SR

を抽出し、これらの SR から情報を抽出することで

要約一覧表（evidence table）を作成した。なお SR

の選定にあたっては、①高齢者の層別分析が実施

されていること、②メタ分析が実施されているこ

とを基準とした。健康アウトカムについては WHO

ガイドラインで採用されたアウトカムを参考に、

①総死亡、②循環器疾患死亡・罹患、③転倒・骨折、

④身体機能（体力、サルコペニア、ADL 等）とし

た。 

さらに、推奨身体活動量を決定する根拠を強化す

るために、①総死亡、②循環器疾患死亡・罹患につ

いては、米国における UR と同じ方法を用いて（検

索式：資料 1）それ以降（2017 年以降）の SR を

収集した。 

 

４）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：研究班

が持つ既存データの分析 

研究者が持つ既存データとして、2015 年に日本

の 3 都市（東京都文京区、東京都府中市、静岡県駿

東郡小山町）で実施した高齢者（70-79 歳）調査（住

民基本台帳から無作為抽出、1 週間の加速度計調査、

加速度計：オムロン社製 HJA-350IT Active style 

Pro）のデータを分析した。 

 

５）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：学術誌

「運動疫学研究」における特集号の企画 

日本人高齢者の身体活動の実態を明らかにする

ために、日本運動疫学会の学術誌「運動疫学研究」

に特集「日本人の身体活動・座位行動の実態」を企

画し、2021 年 2 月から日本人高齢者の身体活動を

記述する資料論文の募集を開始した。共通のフォ

ーマットで一覧性のある記述疫学の論文集を 2021

年 9 月に作成する。 

 

【研究 2】身体活動を促進する社会環境整備のため

の研究 

１）アンブレラ・レビュー 

地域環境と身体活動についてはすでに多くの研

究が実施されていることより、UR を実施すること

にした。検索データベースは「PubMed」とした。 

論文採択の基準としては 

① SR であること 

② 英語論文であること 

③ メタ分析が実施されていること 

④ 成人または高齢者を対象としていること 

⑤ 地域環境と身体活動との関連を検討した研究

であること 

⑥ 環境は主として居住地近隣の物理的環境を扱

っていること 

⑦ 研究デザインは問わない 

とした。 

検索式を資料 2 に示す。 

 

3．倫理的配慮 

 本研究は、文献レビューを中心に進めるもので、

個人情報を取り扱う新たなデータの収集は行わな

い。倫理審査等は不要な研究である。４）について

は、東京医科大学医学倫理審査委員会（承認番号：
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SH2898）の承認を得たうえで実施したデータを解

析した。 

 

Ｃ．研究結果 

【研究 1】高齢者ガイドラインに関する研究 

１）主要国の身体活動ガイドラインの状況 

主要国の身体活動ガイドラインの要約を資料 3

にまとめた。どの国も 2018 年の米国ガイドライン

におおよそ準じた身体活動を、高齢者に推奨して

いた。すなわち、週 150 分以上の中高強度身体活

動（moderate to vigorous physical activity: MVPA）

を推奨していた。また、週 300 分以上で更によい

効果が期待できるとしている。 

従来のガイドラインでは、10 分以上継続した身

体活動（10 分以上のバウトの身体活動）のみを加

算する方法がとられていたが、2018 年の米国ガイ

ドライン以来、バウトの概念が撤廃されており、10

分未満の細切れの身体活動も活動時間に加算する

方式となっている。この点は、最新のガイドライン

の大きな変更点である。 

また、最近のガイドラインでは「座位行動を減ら

すこと」が推奨されているが、具体的な推奨値（時

間）は示されていないものが多い。しかし、2020 年

に改定されたカナダのガイドラインで、初めて座

位行動の推奨値が示された。それによると、座位行

動時間は 8 時間／日未満にとどめるべきであると

されている。 

WHO ガイドラインでは、有酸素性の身体活動に

加えて、高齢者に対して週 2 日以上の筋力向上身

体活動（muscle strengthening physical activity）

と、週 3 日以上の多要素身体活動（multi 

component physical activity）が推奨されている。

多要素身体活動、は用語集において、以下のように

解説されている。 

＜多要素身体活動の解説＞ 

高齢者にとって、身体機能を向上させ、転倒およ

び転倒による傷害のリスクを低減する多要素身

体活動は重要である。これらの活動は、自宅でも、

構造化されたグループセッティングでも実施可

能である。多くの介入研究では、1 回のセッショ

ンに全てのタイプの運動（有酸素性、筋力強化、

バランストレーニング）を組み合わせており、こ

れが効果的であることが示されている。多要素

身体活動プログラムは、例えば、ウォーキング

（有酸素性活動）、ウェイトリフティング（筋力

強化）、バランストレーニングを含んでいる。バ

ランストレーニングの例としては、上腕二頭筋

カールなどの上半身の筋力強化活動を行いなが

ら、後ろ向きや横向きに歩いたり、片足立ちをし

たりすることが挙げられる。ダンスもまた、有酸

素性活動とバランスの要素を組み合わせたもの

である。 

 

２）WHO ガイドライン要約版の日本語翻訳 

WHO 身体活動・座位行動ガイドライン要約版 

（日本語版）を資料 10 に添付する。 

 

３）アンブレラ・レビューの実施・更新 

米国で実施された UR（2018 年）、WHO が実施

した追加の UR（2020 年）を精査したところ、根

拠となった SR は、①総死亡 18 論文、②循環器死

亡 13 論文、③循環器罹患 11 論文、④転倒・骨折

11 論文、⑤身体機能 50 論文であった。多くの論文

において、対象者に成人と高齢者が混在していた。

論文の選定基準に則り、これらの中から高齢者の

みの分析を行っている SR、あるいは高齢者の層別

分析結果を示した SR を抽出した。また、メタ分析

を実施した論文のみを検討対象とした。この方法

によって、検討する論文（SR）数は、①総死亡 6 論

文、②循環器死亡 2 論文、③循環器罹患 2 論文、

④転倒・骨折 11 論文、⑤身体機能（体力、サルコ

ペニア、ADL 等）23 論文に絞られた。 

現在、要約一覧表を作成中だが、報告書執筆時点

でほぼ作業が完了している①②③④の要約一覧表

を添付する（資料 4 から資料 7）。 

さらに、総死亡と循環器疾患死亡、循環器疾患罹

患について、UR の最新化を行った。その結果 2017

年以降の SR が新しく 294 論文ヒットし、スクリ

ーニングの結果、新しく 13 論文の SR が抽出され

た。このうち 8 本は WHO ガイドラン作成時に追
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加された SR と重複しており、本研究で新しく追加

された SR は 5 論文となる。このうちの 1 本はア

ジア人を対象にした研究のメタ分析で、2 本は加速

度計で身体活動を評価した研究のメタ分析結果で

あった。 

 

４）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：研究班

が持つ既存データの分析 

東京都文京区、東京都府中市、静岡県駿東郡小山

町の高齢者450名（住民基本台帳から無作為抽出、

70-79 歳）の各種ガイドラインの充足率を示す（資

料 8）。調査は加速度計（オムロン社製 HJA-350IT 

Active style Pro）を用いて行われた（詳細は論文

発表 5 を参照）。 

健康づくりのための身体活動基準 2013 で示され

た週 10METs・時の強度を問わない（本文分析では

2METs 以上と定義）は、99.8％（449 人/450 人）

の高齢者が実施していた。 

 

５）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：学術誌

「運動疫学研究」における特集号の企画 

日本運動疫学会の学術誌「運動疫学研究」に特集

「日本人の身体活動・座位行動の実態」を企画し、

2021年 2月から日本人高齢者の身体活動を記述す

る資料論文の募集を開始した（資料 9）。 

http://jaee.umin.jp/news210228.html 

募集する論文の基準は、 

・倫理審査の承認を受けた研究であること。 

・成人（18 歳以上）を対象としていること。 

・サンプリング方法が明確に記載していること。

（必ずしもランダムサンプリングである必要は

ない。介入研究のベースライン調査等も対象と

なる。集団の特性について明確に記載できるこ

と、サンプリング方法の記載に透明性があるこ

とを重視する。） 

・対象者数 100 名以上であること。 

・加速度計・歩数計の機種は Lifecorder、Active 

style Pro、ActiGraph、activPAL、Actimarker、

スマートフォン、Apple Watch、Fitbit 等を含む。 

・質問紙の場合は、標準化された質問紙を用いて

いること（IPAQ、GPAQ など）。 

とした。 

 

【研究 2】身体活動を促進する社会環境整備のため

の研究 

１）アンブレラ・レビュー 

システマティック・サーチにより 75 本の SR が

ヒットした。表題および抄録スクリーニングによ

り、メタ分析を実施している 5 本の SR を検討し

た。これら 5 本の SR に含まれている論文数の合

計は 200 件を超えており、地域環境と身体活動に

関するエビデンスは数多く蓄積されていた。身体

活動または歩行（歩数）に関連する建造環境の要因

は、walkability（ウォーカビリティー）、商店や公

共交通等の目的地への近接性、混合土地利用、道路

の接続性、人口密度、公共交通機関へのアクセス、

レクリエーション施設や運動施設、歩行に優しい

インフラであった。また、建造環境だけでなく、景

観や緑地の良さ、犯罪からの安全性といった社会

環境も関連していた。一方で、身体活動に関連する

環境要因は身体活動の種類や目的（移動または余

暇）などによって異なることが報告されていた。現

在、要約一覧表を作成中である。 

 

Ｄ．考察 

【研究 1】 

2018 年に米国でガイドラインが改定されて以来、

主要国でのガイドラインの改定が相次いでいる。

その基礎となる科学的根拠は 2018 年に米国で実

施された UR であり、英国ガイドラインはこれを

そのまま採用し、WHO、カナダは若干の追加レビ

ューを加えてガイドラインを策定している。これ

らの UR より情報収集して再整理したところ、総

死亡、循環器疾患罹患・死亡をアウトカムとした研

究は多いが、その多くが、成人と高齢者を一緒に分

析した研究であって、高齢者のみを対象とした研

究や、高齢者の層別分析を実施した研究は限られ

ていた。このような状況を踏まえて、主要国のガイ

ドライン策定では高齢者に対しても成人と同様の

推奨値（多くは週150分以上の中高強度身体活動）
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を推奨している場合が多い。本研究班での検討で

は、高齢者のみを対象とした SR、高齢者の層別分

析を行っている SR に限定して UR を実施してい

る。現在作業を進行中だが、その概要は、 

①総死亡・循環器疾患死亡・罹患をアウトカム

にした研究には量反応関係の検討に耐える SR

が複数あることより、推奨値設定に資するかも

しれない、 

②転倒・骨折、および身体機能をアウトカムに

した研究により、レジスタンス運動および多要

素運動についてはその効用についてかなりのエ

ビデンスがある、 

と整理できる。 

一方で、日本人高齢者の身体活動の現状を見ると、

現行のガイドラインが推奨する「強度を問わない

10 メッツ・時/週の身体活動」については、すでに

多くの高齢者が実施しており、推奨する目標値と

して低すぎる可能性が示唆される。研究班の既存

データ（70-79 歳、450 人、加速度計調査、地域住

民のランダムサンプリング）では、ほぼ 100％の高

齢者が推奨値レベルの身体活動を実施していた。

ここで、「強度は問わない」については 2METs 以

上として検討を行った。仮に 3METs 以上と仮定し

ても 60-70％の高齢者が実施している現状である。

現在、学術誌「運動疫学研究」の特集を活用して、

日本人高齢者の身体活動の現状に関するデータを

収集しており、更に情報を収集することで、ガイド

ラインの改定に役立てたい。 

 

【研究 2】 

地域環境に関する研究では、まず、環境をどう定

義するかが重要と考えられた。様々な要因の中で

自宅周辺の物理的環境（建造環境）は最も多くの研

究がなされた領域であり、ガイドラインへの何ら

かの記載に向けて、本研究班では、まず、居住地近

隣の物理的環境と身体活動との関連を検討するこ

とにした。次年度には UR をさらに進めてガイド

ラインの改定に生かしたい。 

 

Ｅ．結論 

【研究１】既存データの分析より現在の基準値は、

日常生活の行動に支障がほとんどないような比較

的健常な高齢者であれば、ほぼ全ての者が満たし

ている可能性が高い。2021 年度に向けて、現行の

ガイドラインや成人のガイドラインとの整合性も

考慮しつつ基準値の再考を検討する。また、近年、

各国のガイドラインで取り入れられている筋力向

上身体活動、多要素身体活動の推奨も検討する。 

【研究２】身体活動を支援する地域社会環境につ

いては、膨大な横断研究が実施されている。次年度

度に向けてそれらの情報を整理して、現状におけ

る地域環境に関する推奨を取りまとめたい。 
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 なし。 
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